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第９３号議案 

 

令和２年度大村市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

第１条 令和２年度大村市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

 

第２条 令和２年度大村市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）   （既決予定額）   （補正予定額）     （計） 

支 出 

第１款 水道事業費用  2,044,293 千円     26,030 千円   2,070,323 千円 

第３項 特別損失     1,436 千円     26,030 千円     27,466 千円 

 

第３条 予算第４条本文括弧書中「消費税及び地方消費税資本的収支調整額１２５，９

３３千円」を「消費税及び地方消費税資本的収支調整額１２８，１１４千円」に、「過

年度分損益勘定留保資金７９６，８０９千円」を「過年度分損益勘定留保資金９６４，

９１４千円」に、「当年度分損益勘定留保資金２０８，８１１千円」を「当年度分損益

勘定留保資金３８，５２５千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。 

（科   目）   （既決予定額）   （補正予定額）     （計） 

収 入 

第１款 資本的収入   1,146,160 千円     24,000 千円   1,170,160 千円 

第１項 企業債     842,700 千円     24,000 千円     866,700 千円 

支 出 

第１款 資本的支出   2,277,713 千円     24,000 千円   2,301,713 千円 

第１項 建設改良費  1,423,522 千円     24,000 千円   1,447,522 千円 

 

第４条 予算第５条に定めた起債の目的及び限度額を次のとおり補正する。 

起債の目的 既決限度額 補正限度額 計
千円 千円 千円

８４２，７００ ２４，０００ ８６６，７００
水道整備事業費
災害復旧事業費

 

 

令和２年９月２日提出 

 

大村市長 園 田  裕 史 
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既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 水道事業費用 2,044,293 26,030 2,070,323

3 特 別 損 失 1,436 26,030 27,466

4
災 害 に よ る
損 失

0 26,030 26,030

令和２年度大村市水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

支               出

款 項 目 備　　考
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既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 資本的収入 1,146,160 24,000 1,170,160

1 企 業 債 842,700 24,000 866,700

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 842,700 24,000 866,700

既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 資本的支出 2,277,713 24,000 2,301,713

1 建設改良費 1,423,522 24,000 1,447,522

1 建 設 改 良 費 1,405,760 24,000 1,429,760

款 項 目 備　　考

支               出

資本的収入及び支出

収               入

款 項 目 備　　考
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既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 325,618 △ 23,664 301,954

減価償却費 797,263 0 797,263

固定資産除却費 15,177 0 15,177

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 259 0 △ 259

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,777 0 20,777

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,412 0 2,412

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 52 0 △ 52

修繕引当金の増減額（△は減少） 0 0 0

長期前受金戻入額 △ 148,807 0 △ 148,807

受取利息及び配当金 △ 45 0 △ 45

支払利息 190,905 0 190,905

有形固定資産売却損益（△は益） 1 0 1

未収金の増減額（△は増加） △ 23,356 0 △ 23,356

未払金の増減額（△は減少） 101,566 2,653 104,219

たな卸資産の増減額（△は増加） 220 0 220

前払金の増減額（△は増加） 0 0 0

前受金の増減額（△は減少） △ 50 0 △ 50

預り金の増減額（△は減少） 0 0 0

小計 1,281,370 △ 21,011 1,260,359

利息及び配当金の受取額 45 0 45

利息の支払額 △ 190,905 0 △ 190,905

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,090,510 △ 21,011 1,069,499

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,307,588 △ 21,819 △ 1,329,407

有形固定資産の売却による収入 1 0 1

無形固定資産の取得による支出 0 0 0

無形固定資産の売却による収入 0 0 0

国庫補助金等による収入 10,935 0 10,935

一般会計からの繰入金による収入 111,998 0 111,998

負担金による収入 153,371 0 153,371

出資金による収入 0 0 0

寄附金による収入 1 0 1

その他投資による支出 △ 1 0 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,031,283 △ 21,819 △ 1,053,102

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 842,700 24,000 866,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 844,191 0 △ 844,191

その他の企業債による収入 0 0 0

その他の企業債の償還による支出 0 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,491 24,000 22,509

資金増加額（又は減少額） 57,736 △ 18,830 38,906

資金期首残高 1,011,720 136,558 1,148,278

資金期末残高 1,069,456 117,728 1,187,184

令和２年度大村市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 321,949,590

ﾛ 597,269,596

△ 330,673,616 266,595,980

ﾊ 28,338,882,946

△ 12,165,882,872 16,173,000,074

ﾆ 7,486,638,637

△ 5,400,602,494 2,086,036,143

ﾎ 20,817,900

△ 16,103,105 4,714,795

ﾍ 91,825,389

△ 68,294,510 23,530,879

ﾄ 713,910

18,876,541,371

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 1,747,660

1,936,360

(3)

ｲ 108,530

108,530

18,878,586,261

2

(1) 1,187,184,020

(2) 264,542,854

△ 1,193,789 263,349,065

(3) 50,000

(4) 15,069,051

(5) 78,235,000

1,543,887,136

20,422,473,397

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

令和２年度大村市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和３年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部　

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

そ の 他 投 資

電 話 加 入 権

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

前 払 金

資 産 合 計

投資その他の資産合計

保 管 有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品
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3

(1)

ｲ 9,667,394,250

9,667,394,250

(2)

ｲ 116,772,310

ﾛ 109,676,621

226,448,931

9,893,843,181

4

(1)

ｲ 868,446,527

868,446,527

(2) 361,559,972

(3) 4,575,890

(4)

ｲ 17,180,000

ﾛ 2,707,000

19,887,000

(5) 31,456,669

(6) 50,000

1,285,976,058

5

(1) 5,690,547,633

(2) △ 1,847,289,647

3,843,257,986

15,023,077,225

6 3,691,199,006

7

(1)

ｲ 462,602,491

ﾛ 4,635,543

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

571,098,192

(2)

ｲ 建設改良積立金 200,000,000

ﾛ 937,098,974

1,137,098,974

1,708,197,166

5,399,396,172
20,422,473,397

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

加 入 金

寄 附 金

他 会 計 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金 合 計

剰 余 金

流 動 負 債

預り保証有価証券

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

未 払 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

企 業 債

負　　　債　　　の　　　部　

固 定 負 債

負 債 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部　

工 事 負 担 金

資 本 金

前 受 金

充てるための企業債

資 本 剰 余 金

引 当 金

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １５～５０年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １５年 

   工具・器具及び備品   ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する 

金額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

（４） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上し

ている。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

  令和２年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 

１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，１３４，

５８３千円である。 

２ 令和２年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

  （１）賞与引当金の取崩し 

令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１４，７６８ 

千円を取り崩すこととする。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し  

     令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、法 

定福利費引当金２，７５９千円を取り崩すこととする。 

  （３）貸倒引当金の取崩し 

     令和２年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，３８６千 

円を取り崩すこととする。 

 Ⅲ その他注記 

   新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（３１１，６４７千円）については、平成２６年度から職員の退職まで 

の平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。 

（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り 

崩すこととする。 

（３）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産 

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて 

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象と 

した按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

（４）大村市簡易水道事業の統合 

平成２９年度から、大村市簡易水道事業の資産、負債、資本等をすべて引き継いで、財務諸 

表等を作成している。 
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